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　著者らは、2022年３月に農林水産政策研究所の農
林水産政策研究叢書第12号として表題書を刊行しま
した。ロシア、中国及びベトナムは、土地の国公有
化、農業集団化の実施とその解体という共通の歴史
的経験を有しています。各国とも市場経済移行改革
前は農業の不振からしばしば大量の農産物輸入を
行っていましたが、市場経済移行改革から30年以上
を経た現在、中国はGDP世界第２位の経済大国か
つ世界最大の農産物自給国として需要側から世界の
食料需給に大きな影響を及ぼす存在となり、ロシア
は小麦の主要輸出国、ベトナムはコメの主要輸出国
として供給側からこれら品目の国際需給に大きな影
響を及ぼす存在となりました。これら三国の農業の
今後の発展方向を考える上で、土地制度をめぐる状
況を把握し、その下でいかなる農業構造が構築され
てきたかを知ることは重要です。本書においては、
これら三国の土地制度をめぐる歴史的な経緯、現状
及び今後の課題について記述するとともに、農地と
農業生産主体をめぐる三国の違いと今後の方向性に
ついて考察しました。以下その概要を紹介します。

１．ロシアの土地制度と農業構造
　ソ連においては、革命後の土地国有化と1930年代
の農業集団化を経て、コルホーズ等の大規模な組織
的農場と自給を主目的とする零細な住民副業経営が
併存する農業構造が確立されました。しかし、コル
ホーズ等の農業生産は非効率で、農業や食料に対す
る財政支出が拡大する一方で食料の円滑な供給がし
ばしば滞り、1980年代には農業改革が提唱されるよ
うになりました。土地改革・集団農場改革はソ連の
ゴルバチョフ政権が開始し、ロシアのエリツィン政
権に引き継がれて1990年代中頃まで実施されまし

た。コルホーズ等は市場経済下の法人企業（農業組
織）に姿を変えて存続し、住民副業経営も存続する
一方、企業的な個人農として農民経営が新たに創設
されました。農地は私有化され、農民経営や住民副
業経営には土地区画の所有権が与えられました。一
方、コルホーズ等の土地の私有化は、従業員等の「集
団的持分所有」（多数の権利者が土地区画の分割なく
広大な面積の土地を共有する形態）という形で行わ
れ、コルホーズ等を承継した農業組織は、この土地
を持分権者集団から借りて農業生産を続けました。
　土地の私的所有の観点からは、主流は現在も集団
的持分所有ですが、その面積は減少が続いており、
2019年には8,179万ha（私有地総面積に占める割合
は約６割）となりました。代わって増加したのが法
人や自然人による個別の土地区画の所有です。法人
による土地区画所有の中では農業組織による所有の
増加が目立ちます。自然人による土地区画所有にお
いては、農民経営や住民副業経営の所有面積の拡大
は限定的で、それらの類型に該当しない個人による
所有の増加が目立ちます（第１図参照）。
　土地利用の面では、農業組織による利用の減少と
農民経営による利用の増加が顕著です。経営体数
は、農業組織、農民経営ともに減少が進んでいます
が、農業生産に適した地域を中心に、生き残った農
民経営が以前農業組織の使っていた土地を借り受け
る形で土地利用面積の拡大を進めています。注目さ
れるのはアグロホールディングと呼ばれる企業グ
ループによる巨大な土地集積です。アグロホール
ディングは、傘下の農業組織による土地所有・貸借
を通じて、大規模なものではグループ全体で数十万
haにも及ぶ面積の土地を支配し、更に拡大を続け
ています。農業組織による自己所有地の拡大の一部

第１図　ロシアの私的土地所有の構造的変化
資料：ロシア土地白書各年版から長友作成。
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は、アグロホールディングによる土地集積と重なっ
ていると推測されます。
　農業生産主体が経営規模の拡大と効率化に邁

ま い

進
し ん

す
れば農業労働者は削減されます。職を失った者は、
農村に残って自給的な農業生産を続けるか農村を去
ることになります。農業・農村の二極化は発展する
ロシア農業の裏面です。

２．中国の土地制度と農業構造
　1949年の中華人民共和国建国前後に実施された土
地改革によって地主制度が廃止され、農村の土地が
農民に分配された結果、中国農村の土地所有は極め
て多数の農家による、ほぼ均等な小土地所有へと移
行しました。その後農業生産の共同化が進められ、
土地その他の生産手段は集団有へと移行し、1962年
までには農業生産と地域行政を一体化した人民公社
への移行が完了しました。人民公社は公社・生産大
隊・生産隊の三段階で構成され、生産隊が農業の経
営と土地等の所有を担いました。
　1978年に始まった改革開放政策の下で導入された
農家請負経営の普及が進んだ結果、人民公社の解体
が進み、1985年までには解体が完了しました。公社
は郷鎮、生産大隊は村、生産隊は村民小組へと改組
され、行政機能はそれぞれに移管されました。農家
土地請負経営においては、土地は村又は村民小組レ
ベルの農民集団が所有するものとされる一方で、農
業経営は個々の農家が主体となって行うこととな
り、多数の零細農家が農業生産を担う体制が復活し
ました。その後は農家土地請負経営の安定的発展が
重要課題となり、土地請負期間の延長（30年）や当
事者の権利義務の明確化等、制度の確立と精緻化が
進められてきました。
　中国の経済発展が進んだ結果、近年では農村労働
力が過剰から不足に転換する地域も増えてきてお
り、農村土地の経営権を流動化して担い手たるべき
経営体に集積することが重要となっています。こう
した状況に対応し、農民の権利を守りながら土地請
負経営権の移転を推進するため、2014年には、農村
の土地に対する権利を、「所有権」（農民集団が有す
る）、「請負権」（集団員として土地を請け負う権利
を本質とする）、「経営権」（農家が土地において農
業経営を行う権利）の三権に分け、「経営権」のみ
を譲渡可能とする「三権分置」の仕組みが国の方針
として提示され、2018年にはその法制的な具体化を
主な目的として農村土地請負法の改正が行われてい
ます（第２図参照）。
　経営権の流動化を通じて育成が目指されている経
営体の類型には、①家庭農場（家族を主な労働力と
する、経営耕地面積が平均請負土地面積の10～15倍

（約100ムー＝6.7ha）程度の経営体）、②専業大戸（労
働力を家族に限定しないより大規模な経営体）、③農
民合作社（農民を主体として組織された組合）、④竜
頭企業（原料農産物の確保等のために地域の農民や
農民合作社を組織するリーダー的企業）があります。
　ただし、社会主義的土地所有制度を維持するた
め、農地の所有権を農民集団に残しながら、現実の
農地経営は個々の農家に分割するという現在の農村

土地所有制度は、経済の発展とともに大きな矛盾に
直面するようになっており、今後の改革の動向を注
意深く見守る必要があります。

３．ベトナムの土地制度と農業構造
　1945年に成立したベトナム民主共和国（北ベトナ
ム）においては、中国に学ぶ形で1954年から56年にか
けて土地改革が進められました。1958年からは農業
集団化が始まり、農業合作社の結成と集団化水準の
引上げが進められる過程で土地は共有化されました。
1976年の統一ベトナム発足以降、南部でも北部と同
様の政策の導入が図られましたが、経済・社会の混
乱を招き、市場経済との妥協を余儀なくされました。
　1970年代には地方で農業生産における農家請負制
が始まり、1981年には中央レベルで公認されまし
た。1986年からドイモイ政策が始まると、農家請負
制の導入が進み、1988年には請負地からの農産物の
自由処分が認められるようになって集団農業生産は
終
しゅう

焉
え ん

を迎え、多数の零細な農家が農業生産の主体と
なる体制が復活しました。土地については、全人民
所有を維持しつつ農民に使用権を付与する形が採ら
れました。土地使用権については、譲渡、賃貸借や
抵当権の設定等の処分が認められています。土地使
用権の期間は、1993年を起点として、一年生作物の
作付地の場合当初20年間とされ、その後50年間に延
長されました。
　ベトナムの農家の経営規模は零細で、経営面積
は、北部の紅河デルタでは90％以上が0.5ha以下、
南部のメコンデルタでも0.5～2.0ha層が40％程度、
それ以下の層が50％程度となっています。しかも、
特に紅河デルタでは土地使用権の配分に際して均等
性を重視した結果、農地の極度の細分化と分散錯圃
の問題が発生しました。経営規模拡大により農業生
産の合理化を進めたい政府は、2000年代に入って交
換分合を推進しており、分散錯圃の解消は相当程度
進んだものの、経営規模は現在も零細です（表参照）。

４．土地と農業生産主体をめぐる三国の違
いと今後の方向性

　ロシア、中国及びベトナムの三国は、社会主義体
制下で土地の国公有化と農業集団化を行い、市場経

第２図　土地請負経営権の構造
（2018年修正農村土地請負法）

資料：2018年修正農村土地請負法等から河原作成。
注．実線矢印は権利の行使又は義務の履行を、点線矢印は権利

の行使又は義務の履行が形骸化していることを示す。
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済移行改革の一環として土地制度の再改革と集団農
場改革を行うという共通の経験を持っていますが、
歴史的な経緯や経済・社会の特性の違いなどから、
土地制度の再改革と集団農場改革にはそれぞれの国
の個性が表れました。ロシアでは農地の多くが私有
化されたものの、集団農場を引き継ぐ大規模な法人
企業（農業組織）が農業生産の主要部分を担う体制
が残りましたが、中国やベトナムでは、土地の私有
化は行われなかったものの、個々の農家による土地
の使用が認められ、多数の零細農家が農業生産を担
う体制が生まれました。農業集団化以前の体制への
実質的な回帰と言えます。
　こうした違いが生まれた背景には、市場経済移行
改革を行うずっと以前の時点において、少ない農村
人口と大型機械による農業生産体系が確立していた
ソ連・ロシアと、市場経済移行改革を開始した時点
では農業の機械化が進展しておらず、膨大な農村人
口を抱えていた中国・ベトナムという農業構造の相
違があったと考えられます。集団化の実施から市場
経済移行改革までの間に経過した年月の長さの違い

（ロシアでは50～60年、中国・ベトナムでは20年～
30年）も集団化以前の体制に戻れるかどうかに影響
したでしょう。
　改革によって作り出された土地と農業生産主体の
関係は、各国の市場経済移行改革から30年以上を経
て変化を続けています。ロシアで進行している変化
は、土地面積の一層の拡大と経営の効率化を推し進
める農業組織や農民経営と、そこから取り残された
農民による零細な自給的経営との二極分化です。ア
グロホールディングによる巨大な土地集積の進行
は、一部における実質的な大土地所有制への回帰と
言えます。ソ連時代にコルホーズ等による大規模な
企業的農業経営が確立され、市場経済移行・土地私
有化後においても、農業組織＋集団的持分所有地と
いう形でこれを存続させたことが、アグロホール
ディングによる農業組織をグループ化する形での実
質的な土地集積を可能にしました。このような姿
は、1990年代のロシアの土地改革の推進者たちの理
想からはかけ離れていると思いますが、現在ロシア
が目指している輸出産業としての農業の発展の担い
手となるのは、アグロホールディング傘下のものを
はじめとする農業組織や大規模な農民経営でしょ
う。
　一方、中国やベトナムでは、稠

ちゅう

密
み つ

な人口に対して
土地資源は限られており、ロシアのように巨大な規
模の農業生産主体が生まれることは考えにくいです
が、両国においても、今後工業化・都市化が一層進

展し、農村の労働人口が減少に向かう中で農業生産
を確保していくため、農地の流動化と担い手への集
積を推進することが不可欠となってきます。このプ
ロセスは中国においてベトナムに先行する形で既に
進みつつあります。興味深いのは、中国が土地経営
権の流動化を通じて育成を目指している経営体の類
型が、図らずもロシアの農業生産主体と符合してい
ることです。もとより土地面積の違いは極めて大き
いとはいえ、家庭農場と専業大戸は、家族を主体と
し、必要に応じて雇用労働力を用いる商業的な経営
体という点でロシアの農民経営に対応しており、竜
頭企業も規模の違いはあるがアグロホールディング
に似ています。
　とはいえ、ロシアの土地利用型農業における極端
に大規模な経営体は、膨大な土地資源に対して少な
い人口というロシアの地理的条件を前提として、さ
らにソ連時代に形成されたコルホーズ等の下での大
規模な農地利用がソ連解体後の土地改革・集団農場
改革後も実質的に維持された、というロシア独自の
歴史的な経緯を背景として生まれたものです。これ
に対し中国・ベトナムでは、限られた土地資源と稠
密な人口というロシアとは正反対の地理的条件の下
で、社会主義体制下で一度は確立した集団農場が市
場経済移行改革で解体された結果、膨大な数の零細
個人農が農業を担う体制が復活しています。中国・
ベトナムでも、今後農地の流動化と担い手への集積
が進めば、ある程度規模の大きい経営体が生まれて
くるでしょうし、それが形態の上ではロシアと似て
いるかもしれませんが、ロシアのように極端に大規
模な経営体は考えにくいでしょう。
　それでも、中国・ベトナムにおいても、今後工業
化・都市化が一層進展し、農村の労働人口が減少に
向かうことは間違いなく、その中で農業生産を確保
していくためには農地の流動化と担い手への集積を
進めていく必要があるとの政策認識も当然です。こ
うしたプロセスを進めることを難しくする要因とし
て重要なのは、社会保障がいまだ十分でない両国に
おいて農地の利用権が農民の生活保障の最後のより
どころとなっていること、そして特に中国において
は、農家請負制における「農民が農民集団から農業
経営を請け負う」という属人性の強い制度の建前
が、農地流動化の前提となる「農地を利用する権利
の自由な取引」と矛盾しており、その根本的な解消
が難しいことです。いずれも体制の根幹にも関わる
機微な問題であり、それらの問題に対応しつつ、農
地の流動化と担い手への集積がどのように進展する
か、注意深く見守っていく必要があるでしょう。

表　紅河・メコン両デルタにおける稲作地と交換分合
紅河デルタ メコンデルタ 全国平均

交換分合が行われた社（行政村）の割合（％） 69.1 0.3 25.6
交換分合が行われた農地面積の割合（％） 52.5 0.04 6.02
2011年の稲作地の世帯あたり筆数 3.6 1.4 3.0
2016年の稲作地の世帯あたり筆数 2.6 1.5 2.5
2016年の世帯あたり稲作地面積（㎡） 1,692 11,786 3,468
資料：2016年度ベトナム農村・農業・水産業センサスから岡江作成。
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